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１．はじめに 

 昨年度、附属中 3年生に実施した調査では、国

政レベルでの関心は比較的高いが、地方自治への

関心はそれほど高くないことが明らかになった。

一方で「社会参画」に意欲的に取り組む生徒は多

いと思われる。特に、今年度、3年生は総合的な

学習の時間で岩手県内の地域課題について考え、

その土地に住む方や専門家、学習旅行先の中高生

に提案する活動をしている。また、10月には衆議

院議員選挙もあり、例年よりも政治や地域課題へ

の高まるような学習環境にあったと思われる。こ

のような学習環境にあった生徒が、どれほど政治

や地方自治を自分事として捉えられているのかを

生徒へ実施した意識調査や学習シートなどの記述

から検討し、政治や地方自治への関心を高めるた

めにはどのような取り組みが有効なのかを考察し

たい。 

 

２．今どきの中学生・高校生の政治感覚 

 附属中におけるアンケート分析に入る前に、中

学・高校生の政治意識を垣間見ることのできる２

つの事例を紹介したい。 

 筆者の一人である菊地は、岩手大学地域課題解

決プログラムで、奥州市選挙管理委員会と教育学

部法学研究室が共同して「若い世代の投票率向上」

について研究をしている。方策の一つとして、水

沢高校 1年生の有志(11名)と大学生（法学研究室

3年 4名、水沢高校出身の教育学部 1 年生 4 名）

が協働して 2022 年 3 月に実施される奥州市市長

選・市議会議員選挙に向けた選挙啓発動画の作成

を行った。作成するにあたり、2021 年 10 月に水

沢高校生と大学生と交えた企画会議を実施した。

どのような動画を作成したいのか 4つの班でワー

クショップをして意見を集約する過程をいくつか

紹介する。 

 

 

 

 

2021年10月22日実施のワークショップの一コマ 

 

「投票しようとする際に何がわからないのか」と

いう設問に、「選挙の知識がない」「投票の仕方が

わからない」「当日、どうしてよいのかわらない」

といった意見、要約すると「「投投票票方方法法」」にに関関すするる

知知識識ががなないい → 投票方法などを紹介した PR 動

画を作成すると若者の投票率向上につながるので

はという思考が多く見られた。実際に作成し、公

開にいたった動画は７本であるが、選挙権や投票

に関する知識など４本（投票の手順２，クイズ２）、

インタビュー形式２本（選挙管理委員会１、手の

ひらを人に見立てたもの１）であり、自分たちの
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なキャンペーンなどもあり、これらへの関心が高

くなったと思われる。一方で、衆議院議員選挙も

あり国レベルの問題への関心もそれなりにあるが、

新型コロナで影響を受ける地域社会や震災復興な

どの報道は見聞きしていると思われるが、附属中

の生徒にとっては、地域レベルの関心はそれほど

高くないことが明らかとなった（この点について

は、（３）で再度言及したい）。 

（３） どのようなメディアを通じて、社会的な

問題を知るのか 

 

 生徒の回答（複数回答可）によれば、メディア

としてのテレビやインターネットが多く、新聞・

ラジオが少ないのは当然といえるだろう。一方、

社会問題を学校・塾などで知るという生徒が 39

名いる。学校で教員が話す場合、政治的中立性な

どはある程度配慮がなされると思われるが、附属

中の生徒は塾へ通う割合が高く、塾の講師（特に

大学生の塾講師）がどのように社会問題を話して

いるのかが気になるところである。 

 また、（２）との関連で指摘しておきたいのは、

テレビのローカルニュースは平日夕方 6時が主で

あり、塾の授業時間と被っている。そのため、ニ

ュースなどで地域のことを知る機会が少なく、そ

の結果として地域に関する関心が薄いのではない

かと推察することができる。 

 

【２】身近な地域社会とのかかわりについて 

（１）「持続可能な社会」を目指すといった言葉を

よく耳にすると思います。その際、みなさんがイ

メージするのは、以下のなかでどのようなことに

近いですか（１つを選択） 

 

 「持続可能な社会」の言葉からイメージする内

容として、国際レベルの事柄と回答する生徒は

48.8％、地域・国・国際レベルが絡み合っている

と考えるのは 39.9％。前の設問同様に、地域レベ

ルをイメージする生徒は 5.38％と少ない。 

 そこで、地域課題に限って生徒の関心について

調べたのが以下の設問である。 

（２）地域で抱える様々な課題（例：過疎化、少

子高齢化、地域活性化）に関して、どの程度の興

味・関心がありますか？ 

 

 アンケートでは、設問で「過疎化・少子高齢化、

地域活性化」を例にあげたこともあり、地域の諸

問題にマイナスのイメージを持たれてしまったの
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意見を政治へ反映させることの意義について語る

動画は１本にとどまった。 

 また、附属中３年生の公民「第３章 現代の民

主政治と政治」の単元において、学習課題を「平

和な社会を築くために、私たちはどのように政治

に関わるべきか」という学習課題を設定した。そ

こで選挙を取り上げ考察を行った生徒は、134 名

中、92名であった。本稿ですべてのポートフォリ

オを分析・紹介することはできないが、政治参加

として投票率を高めるためにどのようにするかに

ついて、移動投票所やインターネット投票などの

案を提起する生徒や、オーストラリアを例に選挙

を地元のイベントと一緒に実施するといったこと

で、選挙へ参加することだけでなく、参加するこ

との特典を考えるといった企画を提起する生徒も

いた。しかし、政治参加は代表者を選ぶという選

挙だけなのだろうか。地方選挙に着目し、地方に

おける投票率 UPを検討するものはあるが、選挙と

いう間接民主制（代表民主制）だけではなく、地

方自治で行われている陳情といった請願権や直接

民主制の考え方を取り入れた直接請求権を指摘す

るものは極めて少なかった。 

 これらの事例から、中学生・高校生は「政治に

参加すること＝選挙を通じて代表者を選ぶこと」

であるというイメージが強く、自分たちで参加し

て話し合いながら地域課題を解決するといったイ

メージが希薄ではないのかという仮説が成り立つ

だろう。 

 昨今、社会参画という言葉が一般的になってい

るが、単に地域の活動に参加することではなく、

地域の事業に企画・計画する段階からかかわるこ

とを中学生・高校生はそれほど意識していないの

ではないか。また、社会参画は、広い意味での政

治への参画であるという認識には結びついていな

いのではないだろうか。 

 この点も踏まえ、附属中で実施したアンケート

の結果の分析と検討を行いたい。 

 

３．附属中３年生へのアンケート結果 

 以下では、３年生へ実施したアンケートの分

析・検討を行う。 

【１】社会的な事象への関心 

（１） 社会的問題への関心について 

 

 関心が高いと答えた割合は 26.9％（かなり高い

(9.2％)と高い（17.7％））と全体の４分の１ほど、

普通と答えた割合は 45.4％と全体の半分弱、低い

と答えた割合は 26.9％（低い（20.0％）とかなり

低い（6.92％））となった。今年度は、衆議院議員

選挙が行われ、コロナ感染もそれほど落ち着いて

いない状況下であるが、社会的な問題への関心が

普通と答えた生徒が半分近くに及んだのは意外で

あった。 

（２） 関心のある社会問題について 

 
これは複数回答可としたデータであるが、生徒

の半数以上が、国政政治（56.9％）に関心を持ち、

次に環境問題（37.7％）と高く、国レベル(30.0％)、

経済問題(27.1％)、地方レベル（23.8％）と、地

方レベルへの関心がそれほど高くないことがわか

る。生徒にとって、国際政治や地球環境、経済問

題への高まりは、国境を越えた新型コロナの感染

拡大とそれに伴うサプライチェーンの混乱に関す

る報道、また、SDGsに関するマスコミによる様々
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議員選挙もあったこともあり、どのように高まっ

たのか自由記述をみると、「政治がどのように行わ

れているか細かく知ることができた」「今まで知ら

なかった国や社会生活の仕組みを学び日常生活で

もふとしたところに学んだ内容が絡んでいること

に気づき、他人事ではないなと感じた」といった

回答が多かった。 

 一方、地方に対する関心を問うたのが次の設問

である。 

（（３３））公公民民のの授授業業をを受受けけてて、、地地方方自自治治やや地地域域社社会会

へへのの興興味味・・関関心心はは高高ままりりままししたたかか  

 

 この回答で、高まったとする層（とても高まっ

た 6.15％、高まった 48.46％）54.61％と、全体の

半数をやや超える程度にとどまる。なぜそのよう

に答えたかの自由記述を見ると、「地方自治や地域

社会に関する知識は身に付いたものの、実際に自

分が住んでいる「地域」と重ね合わせて考えるこ

とがあまりできなかった」、「とても大切なことだ

と思ったけれど、実際に行動に移すには難しく、

今の自分には意欲がわかなかった」、「あまり、地

域や私に直接関係するものではないと思ったし、

具体的な実感がわかなかった」、「自分の身の回り

でそのような事が行われている実感がない。国単

位だとニュース等で知りやすいが、（地方自治など

は）地方ニュースぐらいでしかやっていないとつ

なげにくい」、「地方や地域の問題より、国際的な

問題を解決する方が優先だと思うから」といった

コメントが寄せられた。 

 そこで、国政レベルの政治と地方レベルの自治

における生徒の興味関心の変化について、データ

化したのが次の表になる。 

 

 上記の表は、政治―地方自治の興味関心でどれ

ほどの開きがあるのかを抽出したものである。興

味関心で地方自治の方を下げた生徒は 41名。その

なかで、興味関心に１つの差が生じたのは 38名、

２つの差が生じたのは３名となる。詳細にみると、

「政治（かなり大）―地方（大）」と１つ分の開き

が生じたのは 10名、「政治（かなり大）―地方（あ

まり高まらず）」と２つ分の開きが生じたのは 2

名、「政治（大）―地方（あまり高まらず）」と 1

つ分の開きが生じたのは 27名、「政治（大）―地

方（全然ない）」と２つ分の開きが生じたのは 1

名、「政治（あまり高まらず）―地方（全然ない）」

と１つの開きが生じたのは 1名である。 

 一方で、政治よりも地方自治の興味関心を上げ

たのは６名にとどまる。詳細にみると、「政治（あ

まり高まらず）―地方（大）」と１つ分の高まりが

5名、「政治（全然ない）―地方（大）」と 2つ分

の高まりを示したのが 1名である。そのように答

えた理由をみてみると、「地域は身近なので直接か

かわってくるから」、「身近な地域課題が見れたか

ら」、「地域社会でどのようなことがあるのかを知

れた」、「自分たちで署名を集めたりしたら、自分

たちが住みやすい町にするための条例を定められ
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興味関心の差異

かもしれないが、ある程度高い関心を示している

生徒は 23.1％（かなり高い 5.38％、高い 17.7％）

と全体の 4分の 1ほど、普通であると答えた生徒

が 50％、それほどの関心を示さない生徒も 26.9％

（低い 20.0％、かなり低い 6.92％）となった。 

 次に、今回、地域社会へ自発的・積極的にかか

わる意欲があるかを問う設問を設けた。 

（３）自分が生活する地域で、みんなで一緒に考

えなければならないことが生じた場合、自分も参

加して一緒に議論し、解決へ導こうと考えます

か？（いずれかを選択） 

 

 地域社会の一員として積極的に参加したいと答

えるのは 26.92％、地域社会の一員だが難しい問

題にはあまり関わりたくないとしたのは 38.46%

地域社会の一員という自覚はまだなく大人に任せ

たいとしたのは 16.15%、地域社会の愛着はなく志

の高い人へ任せたいとしたのは 16.15%となった。

このように、地域の諸課題へ積極的にかかわりた

いという意欲的な生徒は４分の１、むしろ中学生

の段階では、積極的にはかかわりたくない（あま

りかかわりたくない、大人に任せたい、地域への

愛着がなく志の高い人へ）とする層が多いのは当

然の結果であるかもしれない。一方で、地域の一

員であるという自覚だけでみると、その自覚をも

っているのは 65.38%と６割の生徒であり、残りの

4割が自分と地域社会との関係をどのように考え

ているのかについては、このアンケートだけでは

不明である。 

 次に、地域社会とのかかわり方について調査し

たのが以下の設問である。 

（４）皆さんは地域社会に何らかのかたちで関わ

っていますか？ 

 

この設問をあえて設けたのは、一般の公立中と

違い、附属中の生徒は広域から通学することから、

学校と地域社会とのかかわりが希薄であると思わ

れたため、自宅のある地域の自治会活動などへど

の程度かかわりがあるかを調査した。複数回答可

の設問であるが、かかわっていないとの回答が 43

名（33％）いた。この数値については、一般の公

立中学校との比較が必要でと思われる。 
 
【３】公民分野の授業を受けて 

（１）皆さんは、公民の授業を受けて、政治への

興味・関心は高まりましたか 

 
 この回答からは、高まったと回答した数は（と

ても高まった 16.15％、高まった 57.69％）73.8％

と４分の３ほどの生徒といえる。今年度は衆議院
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議員選挙もあったこともあり、どのように高まっ
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回答が多かった。 
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である。 
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へへのの興興味味・・関関心心はは高高ままりりままししたたかか  
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数学指導における ICT を活用した「個別最適化された学び」の効果 

－AI ドリルの活用を通して－ 

 

中村好則・佐藤寿仁＊，稲垣道子・工藤真以・浅倉祥＊＊ 
＊岩手大学教育学部，＊＊岩手大学教育学部附属中学校 

（令和 4 年３月 14 日受理） 

 
１．背景と目的 

GIGA スクール構想のもと，各学校には生徒一人

1 台端末と大容量高速通信ネットワークが整備さ

れ，その効果的な活用が期待されている。特に「こ

れからの時代に求められる資質・能力」を育成する

ためには，学習履歴（スタディ・ログ）や AIなど

の先端技術を有効に活用にした「個別最適化された

学び」の実現が必要であり重要である。しかし，学

習履歴（スタディ・ログ）や AIなどを活用した指

導事例やその効果については，まだあまり検討され

ていない。そこで，本研究では，数学指導における

AIドリル（学習履歴，AI）を活用した「個別最適化

された学び」の指導事例を提案・実践し，学習履歴

と質問紙調査の結果の分析を通して，その可能性を

考察するとともに，効果と課題を明らかにすること

を目的とする。 

 
２．研究の方法 

本研究は，以下の(1)から(3)の方法で行う。 

(1)  先行研究や文献等をもとにAIドリルの機能

や活用事例等を調査する。 

(2)  中学校第 1,3 学年において，AI ドリルを活

用した指導事例を提案・実践し，その学習履歴

の分析とAIドリルの活用の可能性を考察する。 

(3)  生徒と教師への質問紙調査の結果を分析し，

AIドリルの効果と課題を明らかにする。 

 
３．結果と考察 

1) 「個別最適化された学び」とは 

2021年（令和３年）１月 26日に中央教育審議会

から公表された『「令和の日本型学校教育」の構築

を目指して～すべての子供たちの可能性を引き出

す，個別最適な学びと，協働的な学びの実現～（答

申）』では，「個別最適化された学び」とは，ただ

単に生徒一人一人の特性や興味・関心，習熟度や学

習進度等に応じた指導を行うだけでなく，生徒自ら

が自分の学習を調整しながら主体的に学習を最適

化し粘り強く取り組むこととされ，アダプティブラ

ーニング（Adaptive Learning）とも呼ばれる。そ

のような授業を構成するために ICT 活用を有効に

活用することが必要であることが述べられている。 

2) AIドリルとは 

AI ドリルとは，個々の生徒の学習内容の習得状

況や学習進度等に応じた問題を提供する AI（人工

知能）を活用したドリル型の教材のことである。AI

ドリルの特徴として，個々の生徒の学習履歴（スタ

ディ・ログ）が保存され，それを活用できる。多く

の AI ドリルが開発されている（表 1）。本研究で

は，キュビナ（Qubena）を例に考察を行う。 

表 1 AIドリルの例 

AIドリル 開発企業 

キュビナ（Qubena） COMPASS 

ドリルパーク Benesse 

すららドリル すららネット 

ラインドリル ラインズ 

タブレットドリル 東京書籍 

リブリー（Libry） リブリー，啓林館 

 

3) キュビナ（Qubena）について 

(1) キュビナ（Qubena）の特徴 

キュビナの特徴は，㋐生徒のつまずきの原因を

AI が解析し，生徒のつまずきに応じた問題を選択

し出題（アダプティブ出題機能，問題配信機能），

㋑ペン入力に対応しノートと同じように学習がで

きる，㋒ヒントや解説アニメーションが充実し，反

転学習や家庭学習にも対応，㋓作図機能やグラフ機

ると知ったから」といったコメントが寄せられた。 

 この点で、自分たちに身近で直接に意見などを

反映することができるのが地方自治（住民参加）

の特徴であることが、生徒にどれほど理解してい

るのかという疑問が残る。 

 その懸念は、次の設問からも生じる。 

 

（（５５））皆皆ささんんはは、、どどののよよううなな行行為為をを自自分分がが政政治治にに

参参加加ししてていいるるとと考考ええまますすかか？？（（自自由由記記述述）） 

 この設問に対して、選挙（投票）と答えた回答

が 76名（88.46％）となった。この回答の高さは、

10月に衆議院議員選挙があり、授業中にその話題

が取り上げられたこともある。もちろん、「政治に

ついて意見を持ち、発信すること」「自分事として

考える」といったコメントもあるが、みんなで話

し合うとったコメントは見当たらなかった。 

  

４．若干の考察と今後の課題 

 このアンケート調査は、本来であれば、附属中

と公立中との比較を行いたかったが、今年度も新

型コロナの感染拡大などもあり、附属中以外では

実施できなかった。そのため、あくまで仮説にと

どまるが、①政治に参加するということは、選挙

を通じて代表者を選ぶといった「代表制民主主義」

のイメージが強く、②住民が参加して物事を解決

するといった、いわゆる「参加型民主主義」「討議

型民主主義」のようなイメージは附属中生には薄

いと思われる。③その理由の一つとして、附属中

生は地域の情報を得る時間が他の中学生よりも少

ない可能性がある。また、実際には④政治問題・

社会問題といった場合、自分の身近なところより

も、中央・あるいは国際問題の方がイメージしや

すく、地方（地域課題）は身近すぎてかえってイ

メージしにくいのかもしれない。 

 ②については、社会参画・住民参加といった言

葉に政治をあえてイメージさせてしまうと、むし

ろ生徒から敬遠される可能性もあり、政治色を結

びつかせない方がよいとの意見もあり得るだろう。

しかし、住民参加といった場合、単に、ボランテ

ィアとして清掃活動に参加するというといったも

のと、参加して重要な役割を果たすといった次元

では、含意される内容が異なるようにも思われる。

中学生が想定している「住民参加」の意味は、今

後調査する必要があるだろう。 

 今年度、附属中３年生は、総合学習の時間を通

じて地域課題に取り組み、みんなで話し合い提案

まで行っているが、このアンケート結果からは、

その活動と地方自治への興味関心を高めることと

はなかなか結びついていない現状が明らかになっ

た。 

 中学生には、政治や地方自治を自分事としてど

のように捉えさせ、興味・関心を高めることがで

きるかについては、高校の「公共」とのつながり

も含め今後も引き続き検討していくことにしたい。 
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